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事 務 事 業 の 概 要

１ 概 況

（１）事務所設置の経緯

我が国の地方行財政は、昭和22年に地方自治法が制定され、地方財政法、その他の諸制度が逐次整

備・確立されて以降、権限移譲や市町村合併など変化のダイナミズムを伴いながら発展を続けている。

こうした情勢の中で、中央各省庁等と緊密な連携のもとに県行政を展開するため、行政事務の連絡

及び情報収集等の業務を所管する目的で東京事務所が設置された。

（２）事務所の推移

昭和26年５月 静岡県東京事務所規則に基づき、中央区銀座西８丁目６番地に東京事務所を設置。

昭和34年４月 都道府県会館内に分室を設置。

昭和52年４月 都道府県会館本館４階に事務所を移転。分室を統合。

昭和58年４月 組織改正に伴い、東京物産事務所（昭和22年８月設置／八重洲事務所）を統合。

昭和62年４月 企業誘致を更に推進するため、企業誘致部を設置。

平成３年４月
効率的な体制構築のため、企業誘致部及び物産担当スタッフを廃止し、産業振興部

を設置。

平成８年１月 都道府県会館建て替え工事のため、東京都丸ノ内庁舎（千代田区丸ノ内）に仮移転。

平成11年３月 道府県会館の完成に伴い、都道府県会館13階に移転。

平成11年４月

組織改革により産業振興部を廃止し、新たに産業振興スタッフを置き、そのうち企

業誘致部門を千代田区平河町に統合。国内外への情報発信ルートが集中する首都

圏において情報発信機能を強化するため、首都圏広報部長を新設。

平成12年４月

首都圏広報機能強化のため、産業振興スタッフを広報産業スタッフに改正。

物産観光業務を縮小し、人材確保事務を含めて都道府県会館に集約。八重洲事務所

を閉鎖。

平成25年４月 効率的な体制構築のため、渉外班と広報班を統合し、渉外広報班を設置。

令和４年４月 効率的な体制構築のため、総務班と渉外広報班を統合。

令和７年４月 組織改正によって企画部に所管替え。

令和８年４月 組織改正によって企業誘致班を経済産業部へ移管。
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組 織 図

（令和８年６月30日現在）

行政連絡班 ７人

所長 次長 ２人 国等への派遣 19人

（東京事務所兼務 14人）

東京事務所兼務 12人

（経済産業部商工業局企業立地推進課企業誘致班 12人）

職員数 41人

（その他会計年度任用職員等）

（うち経済産業部商工業局企業立地推進課 ２人）

職名 人数

会計年度任用職員 ３人

班 長 １人

総括主査 １人

主 査 １人

主 任 ３人

技能長 １人

主 幹 １人

主 査 ４人

主 任 ６人

主 事 １人

（うち経済産業部

商工業局企業立地

推進課企業誘致班

班長 １人）

（うち主査３人は御殿場市、富士市、島

田市から、主任５人は焼津市、沼津市、

伊東市、裾野市、磐田市から、主事１人

は藤枝市から派遣）

主 任 15人

主 事 ４人

(主 任 13人)

(主 事 １人)

（うち経済産業部

商工業局

企業立地推進課

参事 １人）
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２ 事務・事業の目的、実績、評価及び改善

（１）国及び関係機関等との連絡調整

ア 国政、省庁関係情報の収集及び提案・要望活動

国支援の獲得のため、各省庁、国会議員事務所等から国の施策動向、予算編成、国会運営等に関する情

報収集を行った。また、関係部局や市町と連携して、政府、国会等に対する提案・要望活動を行った。

【取組実績】

【国要望】

＜令和７年度実績＞

＜令和８年度実績＞

【県選出国会議員への県政説明会】

＜令和７年度実績＞

区分 R７年度 R８年度(６月末現在)

知事・副知事・部局長要望 27件 ７件

議員等からの依頼対応 ９件 14件

部局等からの依頼対応 28件 18件

情報収集（政府等情報DB入力件数） 700件 199件

市町等の要望活動等の支援 243件 22件

国等派遣職員と連携した情報収集 － 10件

日付 令和７年７月30日（水）～31日（木）

場所 衆議院議員会館及び参議院議員会館、各省庁

要望先
県選出国会議員（19名）

14省庁

日付 令和８年６月10日（水）～11日（木）

場所 衆議院議員会館及び参議院議員会館、各省庁

要望者 知事、企画部長、東京事務所長 他

要望先

県選出国会議員（18名）

14省庁

訪問省庁：内閣府、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省

経済産業省、国土交通省

職員持参：内閣官房、デジタル庁、法務省、外務省、環境省、防衛省

日時 令和７年11月26日（水）9時30分～10時30分 令和７年11月26日（水）11時～12時

場所 衆議院第一議員会館 地下1階第４会議室

参加

議員

自由民主党、公明党の国会議員

計６名

立憲民主党、国民民主党、無所属の国会議員

計７名

県

参加者

知事、企画部長、財務部長、危機管理部長、くらし・環境部長、スポーツ・文化観光部長、

健康福祉部長、経済産業部長、交通基盤部長、教育部長、東京事務所長、連絡調整官
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＜令和８年度計画＞

イ 協議会、連絡会等への参加

各都道府県の省庁担当者で構成する協議会、連絡会に参加し、各省庁の政策等の情報を収集し関係部局

に提供した。

【参加している協議会、連絡会】

ウ 静岡県連絡調整官の活動

県政の行政課題に対応する調査や情報収集のため、静岡県連調整官が国等との調整や庁内からの相談に

応じた。

【取組実績】

エ 叙位、叙勲、褒章における連絡調整

地域において顕著な功労のあった方に係る関係省庁への上申に関する事前協議や連絡調整、物件受領等

日時 令和８年11月

場所 議員会館

参加

議員

・自由民主党

・中道改革連合、国民民主党、公明党、無所属の国会議員

県

参加者

知事、企画部長、財務部長、危機管理部長、くらし・環境部長、スポーツ・文化観光部長、

健康福祉部長、経済産業部長、交通基盤部長、教育部長、東京事務所長、連絡調整官

省庁 団体名 構成員

国土

交通省

全国都道府県・政令指定都市国土交通省担当者連絡協議会 47都道府県、20政令市

中部・北陸ブロック東京事務所国土交通省担当者連絡会 ７県、４政令市

文部

科学省

全国都道府県在京文教担当者連絡協議会 47都道府県

関東ブロック文教担当者連絡協議会 10都県

厚生

労働省

全国厚生労働省担当者連絡協議会 47都道府県、20政令市、28中核市

関東ブロック東京事務所厚生労働担当者連絡会 10都県

農林

水産省

農林水産省担当者連絡協議会 47都道府県

関東ブロック東京事務所等農林水産省担当者連絡会 10都県

経済

産業省

経済行政研究会 47都道府県、25市、1市長会

経済行政研究会関東ブロック 11都県、５市

総務省
全国総務省担当者連絡会 47都道府県、20政令市

関東ブロック東京事務所総務省担当者連絡会 10都県

内閣府 全国都道府県東京事務所内閣府担当者連絡会 47都道府県

環境省
東京事務所環境省担当者連絡会 47都道府県、20政令市、28中核市

関東ブロック東京事務所環境省担当者連絡会 11都県

外務省 全国都道府県・政令指定都市外務省担当者連絡協議会 47都道府県20政令市

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

調整・相談件数 72件 13件
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を秘書課及び本庁担当課と連携して行った。また、春、秋の叙勲受章者の拝謁が円滑に行われるよう支援

した。

【取組実績】

※東京事務所において業務対応している数のみ。

※皇居宮殿見学・謁見人数は配偶者・付添人を含む。

＜評価＞

国会議員、省庁、他都道府県及び県内市町との連絡や連携を密にしながら渉外活動を積極的に行ってい

る。このような活動を通じて拡大・強化してきた人的ネットワークは、今後の県勢発展に結びつく貴重な

人的資産であるとともに、得られた情報は円滑な県政運営に非常に有用である。今後も、積極的な渉外活

動によって、中央との関係構築に努め、県政の推進に寄与することを目指す。

（２）多様な人的ネットワークの構築及び拡大

ア 交流会の開催

首都圏在住の静岡県ゆかりのオピニオンリーダーに対し、静岡県の重点施策や魅力を伝え、本県への理

解の深化と支援を促すとともに、静岡県関係者との交流機会を創出する。令和８年度は、経済産業部が実

施するスタートアップイベントと一体的に開催し、本県の重要施策を実際に見学することで、県政への理

解を深めるとともに、人的ネットワークの創出、拡大につなげる。

【令和７年度実績】

【令和８年度計画】

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

叙位・叙勲・褒章対応 133人 27人

皇居宮殿見学・謁見対応 29人 7人

件名 ふじのくに交流会

日時 令和７年10月29日（水）18時00分～20時15分

会場 ＡＮＡインターコンチネンタルホテル東京（東京都港区赤坂）

内容

【第１部】県政報告

ž 静岡県知事 「幸福度日本一の静岡県」を目指して

【第２部】交流会

ž 静岡県産食材等を使用した飲食の提供

ž ＰＲブース等の設置（県・富士市・藤枝市・掛川市）

参加者 首都圏在住の静岡県ゆかりの方々（省庁、企業、県人会など） 399人

会費 参加者から会費を徴収（5,000円/人）

件名 県施策の見学及び交流会「SHIZUOKA INNOVATION MEET UP」

日時 令和８年10月16日（金）17時15分～20時15分

会場 ３×３ Lab Future（東京都千代田区大手町）

内容

【第１部】スタートアップイベント

ž 知事とスタートアップによるトークセッション

ž スタートアップピッチ
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イ 地域外交の推進

在京大使館との連携強化及びネットワークの拡大を目的として、大使等との面談や式典等へ参加してい

る。令和７年度においては、在京大使館静岡県視察ツアーを開催した。

【取組実績】

【在京大使館静岡県視察ツアー】

＜令和７年度実績＞

＜評価＞

ふじのくに交流会の開催については、首都圏在住の県ゆかりのオピニオンリーダーや首都圏関係企

業と県内関係者の関係構築、首都圏への情報発信、ビジネス機会の創出等に寄与することができた。

令和８年度は、交流会の開催方式を見直した上で、実施していく予定である。

また、地域外交の推進については、地域外交の重点国・地域を中心に、各国との情報交換やネット

ワーキングに努め、地域外交課と連携を図りながら、信頼関係の強化、多様な交流の促進に努めた。

【第２部】交流会

参加者 静岡県ゆかりの事業者、省庁関係者 等 100人程度

会費 無料

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

大使等との面談 ４件 ４件

知事親書の伝達、意見交換等 13件 ５件

式典、イベントへの参加 27件 ０件

在京大使館静岡県視察ツアー １回 ０回

実施日 令和７年12月９日（火）

対象国
コスタリカ、フィンランド、タイ、フランス、シンガポール、

オーストラリア、米国ネブラスカ州

目 的 静岡県の魅力発信、在京大使館職員とのネットワーク構築

内 容 ファルマバレープロジェクトの推進による世界一の健康長寿県の形成
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（３）県行政の首都圏及び海外への広報

ア 「静岡ふるさと通信」の配信

関係人口拡大を目的として、所内職員が自ら集めた首都圏向けの県政情報や県内の魅力情報を「静岡ふ

るさと通信」として、首都圏在住者にメールで配信した。

また、首都圏で開催される静岡関連イベントや県政情報も不定期で配信した。

【静岡ふるさと通信の実績】

イ 首都圏の若年層と連携した広報事業

首都圏在住の若年層の静岡県への興味関心を喚起し、静岡県を就職や移住、観光先として認識してもら

うことで、本県の移住定住や関係人口を増やすことを目的として、首都圏の若年層と連携した広報事業を

実施した。

【令和７年度実績】

首都圏在住の若年層による静岡ファンのコミュニティ「SHIZUOKA×（シズオカ カケル）」を立ち上げ、

若年層の静岡ファンを拡大することを目的としたイベントを開催した。

「SHIZUOKA×(シズオカ カケル)」の第２回イベントとして、「静岡×サッカー」をテーマに、清水エ

スパルスの協力の下、都内でプレイベント、静岡県現地での観戦イベントを実施した。

ウ 国内外メディア等を活用した情報発信

都道府県記者クラブや首都圏のメディア等に全国に周知すべき県の施策や県のイベント等の情報を提供

し、首都圏メディア等に県政情報が掲載されるように働きかけた。

【メディア掲載実績】

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

配信件数 61件 5件

登録者数 1,790人 1,678人

区分 内容

実施日 令和７年10月８日（水）

内容
「静岡×食」をテーマに静岡茶の説明と県産食材を使ったかき氷づくりの

ワークショップ

参加者 首都圏在住の若年層15人

区分 内容

実施日 令和８年２月24日（火） 令和８年３月14日（土）

場所 東京ドームシティ IAIスタジアム

内容
清水エスパルスOBによるトークセッ

ション

清水エスパルス×ファジアーノ岡山

戦の観戦

参加者 首都圏在住の若年層延べ38人

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

メディア掲載件数 15件 ３件
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エ ＰＲイベントへの支援・協力

首都圏で開催されるイベントへの出展や出展支援を通じて、県政や県の魅力の発信を行うとともに、

静岡県ＳＮＳのフォロワーの新規獲得に取り組んだ。

【取組実績】

【静岡県ＳＮＳの新規登録】

＜令和８年度実績＞

オ 東京事務所ＳＮＳを活用した情報発信

首都圏での県産品の利用促進等を目的として、東京事務所が運営するＳＮＳにより、静岡に関する情報

を発信している（令和７年度末に「まんぷく静岡 in 東京」のウェブサイトを静岡県公式ホームページに

移行）。

【取組実績】

※ＳＮＳ投稿数とフォロワー数はFacebook、Instagram、Xの合計

＜評価＞

国内外のメディアへの情報提供、取材協力等により無料での記事化を図るなど、効果的・効率的な

首都圏広報を推進した。

また、静岡県東京事務所の持つ首都圏ネットワークや広報媒体を活用し、関係部署や民間企業が首

都圏で実施するイベント等の運営や集客を支援することで、静岡県ファンの獲得と関係人口の増加に

寄与した。

今後も、これまでに培ってきたノウハウを活かしながら、広報媒体・手法についてもさらに検討と

創意工夫を重ね、海外及び首都圏への静岡の魅力の情報発信を強化し、本県への移住・定住や関係人

口の拡大に寄与することを目指す。

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

出展回数 16件 ６件

実施日 イベント名 件数（６月末現在）

５月24日（日） 清水エスパルス国立マッチ2026 700件

６月13日（土） 藤枝東高校関東地区同窓会総会・懇親会 150件

６月20日（土） 清水東高校関東同窓会総会・懇親会 180件

６月21日（日） 静岡商業高校関東支部総会・懇親会 80件

区分 令和７年度 令和８年度（６月末現在）

ＳＮＳ投稿数※ 274 ９

ＳＮＳフォロワー数※ 1,752 1,923

ウェブサイト閲覧数 139,528 （移行済）
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職員の年齢調

（令和８年６月30日現在）

（注）１ 本庁は４月１日現在で調製する。

２ 市町等への派遣職員、臨時職員、会計年度任用職員、先方在勤の兼務職員及び本

務所属以外の併任職員は除く。

３ 暫定再任用職員、定年前再任用短時間勤務職員がいる場合は、その旨を「摘要」

欄に記載する。

年 齢 人 員 摘 要

２０歳未満 ０人

２０歳以上３０歳未満 ０人

３０歳以上４０歳未満 ４人

４０歳以上５０歳未満 ２人

５０歳以上５６歳未満 １人

５６歳以上６１歳未満 １人

６１歳以上 １人

計 ９人 平均年齢 44.1歳

9



健康管理

１ 前年度受診状況

（注）１ 前年度末日現在在籍している職員について記載する。

２ 受診率算定に当たっては、休職・特休中、育休・産休・妊娠中、治療中及び海外派遣中等の

職員は、算定の対象から除く。

２ 本年度在籍者の健康管理区分結果

（注）１ 健康管理区分結果は、調書調製日現在在籍している職員（様式第２号の記載対象

者と同じ。）について記載する。

２ 本年度の健康管理区分結果が出ていない職員については、前年度の結果を記載し、

（ ）書きで再掲する。

３ 前年度に市町等へ派遣されていた職員等は、派遣先等の健康診断結果等に基づき、

該当箇所に記載する。

４ 警察署は、「Ｄ３」と「区分者計」の間に「区分なし」を追加して記載する。

区 分 内 容
(1) 未受診の理由

受 診 状 況
受診者数 ９人

職 員 数 ９人

受 診 率 100％

県平均受診率 100％

健 康 管 理 区 分 人 数
(1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当者

に対する措置状況

(2) 未区分の理由

ア 産 休・ 育 休 人

イ 新 規 採 用 人

ウ 自己都合による未受診 人

エ そ の 他

（ ） 人

Ａ 休養のため必要な期間、勤務を休止させる。 ０人

Ｂ１
勤務時間を短縮し、時間外、休

日、宿日直勤務及び長期又は遠方

への出張をさける。また、必要に

応じ勤務場所、勤務内容の変更を

行う。

要 治 療 ０人

Ｂ２ 要経過観察 ０人

Ｃ１
勤務をほぼ平常に行ってよいが症状

によっては、時間外、休日、宿日

直勤務及び長期又は遠方への出張

等勤務に制限を加える必要があ

る。

要 治 療 ０人

Ｃ２ 要経過観察 ０人

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要 治 療
４人

(４人)

Ｄ２ 要経過観察
１人

(１人)

Ｄ３ 医 療 不 要
４人

(４人)

区 分 者 計
９人

(９人)

未区分者数 ０人

合 計
９人

(９人)
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職 員 配 置 調

（令和８年６月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁においては課別に、出先機関等においては課、支所等の別に調製す

る。

２ 「所在地」・「担当区域」の項は支所等のみについて記載し、担当区域が多数あ

る場合は、その代表地名外何々と記載する。

３ 部局長（本庁）または所長（出先機関等）等は、行政組織規則に定める筆頭課に

入れる。

４ 市町等への派遣職員は除くこと。また、先方在勤の兼務職員及び本務所属以外の

併任職員は（ ）内に外書きにより記載する。

５ 警察本部のかいについては、特定様式警察本部９とする。

６ 県立学校にあっては、本様式によらず、特定様式教育委員会１で調製する。

区 分 東京事務所 計

所 在 地 東京都千代田区

平河町２丁目６番３号

担当区域

配

置

職

員

職員(事) ７人（30人） ７人（30人）

職員(技) ２人（２人） ２人（２人）

暫定再任用職員（事）

暫定再任用職員（技）

定年前再任用短時間勤

務職員（事）

定年前再任用短時間勤

務職員（技）

計 ９人（32人） ９人（32人）

会計年度任用職員 １人（２人） １人（２人）

臨時的任用職員

計 １人（２人） １人（２人）

合計 10人（34人） 10人（34人）

11



12



13



14



15



現 金 出 納 調

（令和７年度）

（令和８年６月30日現在）

※令和８年度については、６月30日現在で執行なし

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 調製に当たっては、「財務会計システム」から各出先機関等にメールで送信される当該

様式により調製する。

３ 「区分」欄には、「目」名を記載する。

４ 財務事務所においては、税外収入について記載する。

様式第７号―２

保管現金有高調

（令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 「現金保管者」欄には、所属及び補職名を記入する。

３ 「区分」欄には、調書調製日現在保管していた現金について、「 年 月 日現金領収分」、

「○○○継続的資金前渡」等と記入する。

区 分

受 入 額

払出額 残 高

出納員領収書

発行総額及び

枚数

現金払込調書兼

領収書総額及び枚数

越 高 受 高 計

雑 入

円 円

1,735,000

円

1,735,000

円

1,735,000

円

0

円

1,735,000

347枚

円

1,735,000

347枚

現 金 保 管 者 区 分 金 額 (円)

東京事務所長
有料駐車場料、有料道路通行料、

駅入場料等継続的資金前渡

8,680
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預 金 調

（令和８年６月30日現在）

金融機関名 預金種類 口座番号 口座名義人 残 高 (円) 摘 要

静岡銀行

東京支店

無利息型

普通預金
0298082

静岡県東京事務所

資金前渡者東京事

務所長

0

静岡銀行

東京支店

無利息型

普通預金
0308767

(自振口）

静岡県東京事務所

資金前渡者東京事

務所長

0

ゆうちょ銀行 普通預金 11306981

静岡県東京事務所

資金前渡者東京事

務所長

30,000
継続的資金前渡

保管用

残高合計

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において、調書調製日現在に保管している公金に関する預

貯金について記載する。ただし、共通様式第22号「公有財産調」及び第24号「基金の管理状況

調」に記載したものを除く。

２ 調書調製日現在、残高0円のものも記載する。

３「摘要」欄には、当該預金の用途を記載する。
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歳入歳出外現金調

（令和7年度）

（令和8年6月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 各出先機関において、調製に当たっては、「財務会計システム」から各出先機関等にメ

ールで送信される当該様式により調製する。

３ 「区分」欄には、「目」名を記載する。

区 分 越 高 受 高 払 高 残 高 摘 要

保証金 円

0

円

38,870,000

円

38,870,000

円

0

計 0 38,870,000 38,870,000 0
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本表は財務会計システムの不具合により誤った表示がされたため、決算では訂正している。
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うち、前年度
からの繰越額分

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (05)広聴広報費 339,625 －

(02)企画費 (02)企画費 (05)広聴広報費 － 381,977

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 753,500 －

(02)企画費 (02)企画費 (08)東京事務所費 － 5,242,875

1,093,125 5,624,852 0

(04)経営管理費 (01)経営管理費 (04)職員厚生費 1,557,050 1,078,000

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 924,000 －

2,481,050 1,078,000 0

(16)公有財産購入費 0 0

0 0 0

(17)備品購入費 0 0

0 0 0

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 17,380,582 －

(02)企画費 (02)企画費 (08)東京事務所費 － 20,411,756

(06)スポーツ・文化観光費 (03)文化費 (01)観光費 230,000 230,000

17,610,582 20,641,756 0

(21)補償、補填
    及び賠償金

0 0

0 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額    （円）

計

計

計

計

計

計

節    名 会   計 款 項 目
令和６年度 令和７年度

(12)委託料 (01)一般会計

(14)工事請負費 (01)一般会計

(18)負担金、補助
    及び交付金

(01)一般会計
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（令和８年６月30日現在）

うち、前年度
からの繰越額分

(12)委託料 0

0 0

(14)工事請負費 0

0 0

(16)公有財産購入費 0

0 0

(17)備品購入費 0

0 0

(02)企画費 (02)企画費 (05)広聴広報費 110,000 0

(02)企画費 (02)企画費 (08)東京事務所費 4,774,995 0

4,884,995 0

(21)補償、補填
    及び賠償金

0

0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額    （円）

計

計

計

計

計

計

節    名 会   計 款 項 目

(18)負担金、補助
    及び交付金

(01)一般会計
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当初額
変  更
増減額

計

（事務関係） 円 円 円 円 円

8.4.30 381,977

小計 381,977

8.1.16 5,242,875

小計 5,242,875

2件 5,628,315 5,624,852 0 5,624,852 381,977

2件 5,628,315 5,624,852 0 5,624,852 381,977

委    託    料    に    関    す    る    調
（令和７年度）

契   約   金   額

事務関係  計

合     計

整理
番号

委  託
業務名

受託者
当    初
設計金額

契約締結
方    法

契約期間
支  出
年月日

金  額
委託業務
の 内 容

摘  要

1
「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」維持管理
業務委託

株式会社共立アイ
コム

385,440 381,977 0 381,977 随契
7.4.1
～

8.3.31

「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」ウェブサ
イト維持管理

随契1号
（少額）

2
大塚職員住宅売却
業務委託

住友不動産ステッ
プ株式会社

5,242,875 5,242,875 0 5,242,875 随契
7.5.9
～

8.1.30

売却する大塚職員
住宅の物件調書作
成業務等

随契2号
（不適）

27



当初額
変  更
増減額

計

（事務関係） 円 円 円 円 円

小計 0

1件 53,889 53,889 0 53,889 0

1件 53,889 53,889 0 53,889 0

委    託    料    に    関    す    る    調
（令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

契   約   金   額

事務関係  計

合     計

整理
番号

委  託
業務名

受託者
当    初
設計金額

契約締結
方    法

契約期間
支  出
年月日

金  額
委託業務
の 内 容

摘  要

1
「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」維持管理
業務委託

株式会社共立アイ
コム

53,889 53,889 0 53,889 随契
8.4.1
～

9.3.31

「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」ウェブサ
イト維持管理

随契1号
（少額）
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整理番号 負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円

1
全国都道府県政令市国土交通省担当者連
絡協議会費

全国都道府県・政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議会

会則 建設行政調査研究 15,000 7.4.18

2 関東ブロック東京事務所長会分担金 関東ブロック東京事務所長会 会則 連絡会 20,000 7.5.22

3
全国都道府県在京文教担当者連絡協議会
分担金

全国都道府県在京文教担当者連絡
協議会

規約 文教行政調査研究 5,000 7.6.4

4 (一財)地方自治研究機構賛助会費 (一財)地方自治研究機構 規程 自治行政資料情報 135,000 7.6.6

5 経済行政研究会会費 経済行政研究会 規約 経済行政研究 5,000 7.6.9

6 中部圏研究会会費 中部圏研究会 規約 中部圏開発研究 24,000 7.6.13

7
清水エスパルス国立競技場のブース出展
料

株式会社エスパルス 要領 ブース参加費 110,000 7.6.20

8 全国東京事務所長会分担金分担金 全国東京事務所長会分担金 会則 連絡会 20,000 7.7.15

9
産業用地整備実務研修会（基礎編）参加
負担金

一般財団法人日本立地センタ－ 要領 企業誘致実務研修 40,000 7.7.31

10 (一社)静岡県人会会費 (一社)静岡県人会 会則 連絡会 30,000 8.8.20

11 研修負担金の支出について 静岡県東京事務所資金前渡者 要領 実地研修費 22,232 8.9.24

12
２０２５よい仕事おこしフェア出展ブー
ス料の支出について

よい仕事おこしフェア実行委員会
事務局城南信用金庫

要領 ブース参加費 110,000 8.10.24

13 石川県七尾市フィールドワーク受講費 株式会社ウインド 要領 実地研修費 33,000 8.11.7

1,464,862 7.4.30

1,464,862 7.5.30

1,464,862 7.6.30

1,464,862 7.7.31

1,464,862 7.8.29

1,464,862 7.9.30

1,464,862 7.10.31

1,464,862 7.11.28

1,464,862 7.12.25

1,464,862 8.1.29

1,464,862 8.2.27

1,464,862 8.3.30

小　　計 17,578,344 ―

47,112 7.5.30

45,944 7.6.30

46,050 7.7.31

52,429 7.8.29

48,236 7.9.30

45,634 7.10.31

51,821 7.11.28

42,253 7.12.25

43,206 8.1.29

43,345 8.2.27

41,670 8.3.30

小　　計 507,700 ―

165,540 7.4.30

165,540 7.5.30

165,540 7.6.30

165,540 7.7.31

165,540 7.8.29

165,540 7.9.30

165,540 7.10.29

165,540 7.11.28

165,540 7.12.25

165,540 8.1.29

165,540 8.2.27

165,540 8.3.30

小　　計 1,986,480 ―

16件 20,641,756

負　担　金　支　出　調
（令和７年度）

計

14 都道府県会館の使用に係る負担金 (公財)都道府県センター 協定
管理費・共益費等

15
東京事務所の事務室等の使用に係る負担
金

(公財)都道府県センター 協定

電気・水道・電話使
用料

16 大塚公舎管理費 コープ野村大塚管理組合 規約
大塚公舎管理費等
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整理番号 負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円

1
全国都道府県・政令市国土交通省担当
者連絡協議会費

全国都道府県・政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議会

会則 建設行政調査研究 19,000 8.5.1

2 経済行政研究会会費 経済行政研究会 規約 経済行政研究 5,000 8.5.8

3 関東ブロック東京事務所長会分担金 関東ブロック東京事務所長会 会則 連絡会 20,000 8.5.22

4
全国都道府県在京文教担当者連絡協議
会分担金

全国都道府県在京文教担当者連絡
協議会

規約 文教行政調査研究 5,000 8.6.1

5 (一社)静岡県人会会費 (一社)静岡県人会 会則 連絡会 30,000 8.6.1

6 (一財)地方自治研究機構賛助会費 (一財)地方自治研究機構 規程 自治行政資料情報 135,000 8.6.4

7 中部圏研究会会費 中部圏研究会 規約 中部圏開発研究 24,000 8.6.18

8
清水エスパルス国立競技場のブース出
展料

株式会社エスパルス 要領 ブース参加費 110,000 8.6.24

1,464,862 8.4.28

1,464,862 8.5.29

1,464,862 8.6.29

小　　計 4,394,586 ―

45,954 8.4.28

51,801 8.5.29

44,654 8.6.29

小　　計 142,409 ―

10件 4,884,995

負　担　金　支　出　調
（令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

計

9 都道府県会館の使用に係る負担金 (公財)都道府県センター 協定
管理費・共益費等

10
東京事務所の事務室等の使用に係る負

担金
(公財)都道府県センター 協定

電気・水道・電話
使用料
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建 築 工

（注）１ 本表は、建築工事を執行する本庁所管課・出先機関等において調製すること。ただし、本

庁で調製するものについては、かいに令達した建築工事は記載することを要しない。

２ かいにおいては、令達分の後に参考として、本庁経理分も併せて記載すること。

（再配当先による他のかいへの令達を含む。）

３ 「契約締結方法」欄には、制限付き一般競争入札は「一般」、公募型指名競争入札は「公

募」、指名競争入札は「指名」、不調随意契約は「不随」、随意契約は「随契」の区分を記

載する。

４ 「工事概要」欄には、新築、改築、増築、修繕等その内容を詳細に記載すること。

５ 「摘要」欄には、次の事項を記載すること。

(1) 令達年月日及び最終支払年月日を記載すること。

(2) 本庁経理分（再配当先による他のかいへの令達を含む）の執行課・所名を記載すること。

整理

番号
予 算 科目 工 事 名 工 事 箇 所

当 初

設計金額

契 約 金

当 初 額 変更増減額

１
職員住宅等維

持補修費

静岡県職員大森住

宅ユニットバス更

新工事

東京都太田区山

王地内

円

1,078,000

円

1,078,000

円

（内訳）

建築工事

円

1,078,000

円

1,078,000

電気工事

衛生工事

小 計

１件 円

1,078,000

円

1,078,000

敷地造成工事

小 計
１件 円

1,078,000

円

1,078,000

計
１件

修繕工事
円

1,078,000

円

1,078,000

改築工事

計
１件 円

1,078,000

円

1,078,000

合 計
１件 円

1,078,000

円

1,078,000
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事 調 （令和７年度）

(3) 随意契約については、摘要欄に地方自治法施行令第167条の2による該当号等を記載する。

＊ 記載方法…随契1号（少額）、随契2号（不適）、随契5号（緊急）、随契6号（不利）、随契7号（有利）

(4) 債務工事は○○債務（○○は債務負担行為開始年度）、繰越工事は△△繰越（△△は繰越

事由の発生年度）及び繰越工事調の「頁／整理番号」を併記する。

６ 設備系施設の修繕工事や改築工事も本様式を使用する。

７ 「公有財産台帳」欄には、財産事務取扱者（財産を分掌する課又はかいの長）が公有財産台

帳の異動手続き済みの場合『済』、調書調製日以降に異動手続き予定の場合『予』、公有財産

台帳の異動に該当しない場合は「－」と記入する。

８ その他記入要領は、「様式第１７号」に準ずるものとする。

額 契約

締結

方法

受 注 者

着 手

完成(予 定)

年 月 日

支 出 済 額 工 事 概 要
公有財

産台帳
摘 要

計

円

1,078,000
随契 大洋建設株式会社

令和8年2月27日

令和8年3月27日

円

1,078,000

大森住宅B202
号室のユニッ
トバス更新工
事

―

令達年月日

令和7年4月1日

支払日

令和8年4月30日

随契一号

（少額）

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000

円

1,078,000
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建 築 工

（注）１ 本表は、建築工事を執行する本庁所管課・出先機関等において調製すること。ただし、本

庁で調製するものについては、かいに令達した建築工事は記載することを要しない。

２ かいにおいては、令達分の後に参考として、本庁経理分も併せて記載すること。

（再配当先による他のかいへの令達を含む。）

３ 「契約締結方法」欄には、制限付き一般競争入札は「一般」、公募型指名競争入札は「公

募」、指名競争入札は「指名」、不調随意契約は「不随」、随意契約は「随契」の区分を記

載する。

４ 「工事概要」欄には、新築、改築、増築、修繕等その内容を詳細に記載すること。

５ 「摘要」欄には、次の事項を記載すること。

(1) 令達年月日及び最終支払年月日を記載すること。

(2) 本庁経理分（再配当先による他のかいへの令達を含む）の執行課・所名を記載すること。

整理

番号
予 算 科目 工 事 名 工 事 箇 所

当 初

設計金額

契 約 金

当 初 額 変更増減額

１

東京事務所庁

舎管理費

職員住宅等維

持補修費

静岡県職員大森住

宅B202号室内装飾

改修ほか工事

東京都太田区山

王地内

円

3,608,000

円

3,602,500

円

（内訳）

建築工事

円

3,608,000

円

3,602,500

電気工事

衛生工事

小 計

１件 円

3,608,000

円

3,602,500

敷地造成工事

小 計
１件 円

3,608,000

円

3,602,500

計
１件

修繕工事
円

3,608,000

円

3,602,500

改築工事

計
１件 円

3,608,000

円

3,602,500

合 計
１件 円

3,608,000

円

3,602,500
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事 調 （令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

(3) 随意契約については、摘要欄に地方自治法施行令第167条の2による該当号等を記載する。

＊ 記載方法…随契1号（少額）、随契2号（不適）、随契5号（緊急）、随契6号（不利）、随契7号（有利）

(4) 債務工事は○○債務（○○は債務負担行為開始年度）、繰越工事は△△繰越（△△は繰越

事由の発生年度）及び繰越工事調の「頁／整理番号」を併記する。

６ 設備系施設の修繕工事や改築工事も本様式を使用する。

７ 「公有財産台帳」欄には、財産事務取扱者（財産を分掌する課又はかいの長）が公有財産台

帳の異動手続き済みの場合『済』、調書調製日以降に異動手続き予定の場合『予』、公有財産

台帳の異動に該当しない場合は「－」と記入する。
８ その他記入要領は、「様式第１７号」に準ずるものとする。

額 契約

締結

方法

受 注 者

着 手

完成(予 定)

年 月 日

支 出 済 額 工 事 概 要
公有財

産台帳
摘 要

計

円

3,602,500
随契 大洋建設株式会社

令和8年4月17日

令和8年5月８日

円

3,602,500

大森住宅B202
号室の室内装
飾改修ほか工
事

―

令達年月日

令和8年4月1日

支払日

令和8年7月14日

随契一号

（少額）

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500

円

3,602,500
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公 有 財 産 調

（令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において年度ごとに調製する。

ただし、前年度末以降、数量の増減がない場合は、本表の下に「○○年度中増減なし」と記

載し、現年度分の本表の調製は不要である。また、「区分」欄の該当事項がない場合は『行』

を詰めて調製する。

２ 建物の数量は、当該「数量又は面積」欄を二分して、上段に建築面積を下段に延面積を記載

する。

３ 道路、橋梁、港湾施設、土地改良財産、県営林、県営住宅、厚生年金勤労者住宅及び公営企

業会計に係るものについては記載を要しない。

４ 特許権等(特許権、著作権、実用新案権、商標権、これらに順ずる権利(意匠権等))は、県が

自ら使用するものは「行政財産」に、それ以外のものは「普通財産」に区分する。

５ 「準特許権等」は「県有特許権等の実施契約締結に関する取扱要領」第6に規定するものを

いう。

区 分

令和7年6月30日

現 在
増 減

令和8年6月30日

現在又は監査調

書調製日現在 摘要

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

行政財産 千円 千円 千円 千円

土地

立木竹

建物

工作物

船舶等

航空機

地上権等

特許権等

株券、社債券等

出資による権利

普通財産 59,859 59,859 0大塚公舎売却

土地 150.28㎡ 57,810 150.28㎡ 57,810 0

立木竹

建物
388.34㎡

2,049
388.34㎡

2,049 0
482.95㎡ 482.95㎡

工作物

船舶等

航空機

地上権等

特許権等

株券、社債券等

出資による権利

公有財産に準ずるもの 84 84

電話加入権 2件 84 2件 84

上記の財産に属さないもの

準特許権等
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台帳 現況 年   額
㎡ 円 戸 円

33.12 自 05. 4. 1

48.71 至 09. 3.31

33.12 自 05. 4. 1

48.71 至 09. 3.31

28.44 自 06. 4. 1

36.01 至 10. 3.31

29.16 自 05. 4. 1

36.73 至 09. 3.31

28.44 自 06. 4. 1

36.01 至 10. 3.31

25.20 自 05. 4. 1

33.98 至 09. 3.31

26.04 自 05. 4. 1

34.44 至 09. 3.31

25.16 自 06. 3.30

28.17 至 10. 3.29

25.16 自 06. 3.30

28.17 至 10. 3.29

20.73 自 07. 3.29

23.61 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.40 自 07. 3.29

23.96 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.26 自 07. 3.29

20.26 至 09. 3.28

20.26 自 07. 3.29

20.26 至 09. 3.28

借    地    借    家    等    調
（令和8年6月30日現在）

地目 借     料

単価（月額）

整理
番号

区分 種別 所  在  地
数量又
は面積

契  約
期　間

所有者又は
契約者氏名

用    途

1 建物
住宅
建

杉並区荻窪
5-8-9

RC
6階

個人
職員住居用
ｶｰｻｰ･ｵｷﾞｸﾎﾞ

306号室
122,000 × 1 1,464,000

2 〃 〃 〃 〃 123,000 × 1 1,476,000 〃
〃

ｶｰｻｰ･ｵｷﾞｸﾎﾞ
402号室

3 〃 〃
中野区本町

6-14-8
SRC
8階

92,000 × 1 1,104,000 個人
〃

ﾒｿﾞﾝﾍﾞﾙﾚｰﾌﾞ
301号室

4 〃 〃 〃 〃 103,000 × 1 1,236,000 〃
〃
〃

402号室

5 〃 〃 〃 〃 98,000 × 1 1,176,000 〃
〃
〃

701号室

6 〃 〃
文京区千駄木

4-14-1
RC

15階
121,000 × 1 1,452,000

三井住友信
託銀行

株式会社

〃
ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾌﾗｯﾄ文京千

駄木
303号室

7 〃 〃 〃
RC

15階
125,000 × 1 1,500,000 〃

〃
ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾌﾗｯﾄ文京千

駄木
904号室

8 〃 〃
文京区小日向

2-1-30
RC
4階

121,000 × 1 1,452,000
三菱UFJ信託

銀行
株式会社

〃
ｸﾞﾗﾝﾊﾟｾｵ文京

小日向
105号室

9 〃 〃 〃
RC
4階

121,000 × 1 1,452,000 〃

〃
ｸﾞﾗﾝﾊﾟｾｵ文京

小日向
109号室

10 〃 〃
川崎市川崎区榎町

7-2
RC

13階
112,000 × 1 1,344,000

株式会社
マイナビ

〃
GENOVIA川崎Ⅳ

skygarden
404号室

11 〃 〃 〃 〃 114,000 × 1 1,368,000 〃
〃
〃

1001号室

12 〃 〃 〃 〃 114,000 × 1 1,368,000 〃
〃
〃

1002号室

13 〃 〃 〃 〃 115,000 × 1 1,380,000 〃
〃
〃

1101号室

14 〃 〃
川崎市川崎区本町

2-11-6
RC
9階

106,000 × 1 1,272,000 〃

〃
プレール・ドゥー

ク川崎Ⅲ
504号室

15 〃 〃 北区志茂2-11-7
RC
4階

117,000 × 1 1,404,000 〃
〃

Norn Akabane
203号室

16 〃 〃 〃 〃 118,000 × 1 1,416,000 〃
〃
〃

303号室

17 〃 〃 〃 〃 117,000 × 1 1,404,000 〃
〃
〃

403号室

18 〃 〃 〃 〃 118,000 × 1 1,416,000 〃
〃
〃

302号室

19 〃 〃 〃 〃 117,000 × 1 1,404,000 〃
〃
〃

402号室
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台帳 現況 年   額

地目 借     料

単価（月額）

整理
番号

区分 種別 所  在  地
数量又
は面積

契  約
期　間

所有者又は
契約者氏名

用    途

17.25 自 08. 3.28

21.25 至 10. 3.27

16.96 自 08. 3.28

20.96 至 10. 3.27

16.96 自 08. 3.28

20.96 至 10. 3.27

17.25 自 08. 3.28

21.25 至 10. 3.27

16.39 自 08. 3.28

19.14 至 10. 3.27

16.44 自 08. 3.28

19.04 至 10. 3.27

16.66 自 08. 3.28

22.54 至 10. 3.27

19.35 自 08. 3.28

23.15 至 10. 3.27

21.00 自 08. 3.18

24.90 至 10. 3.27

21.00 自 08. 3.28

24.90 至 10. 3.27

21.00 自 08. 3.18

24.90 至 10. 3.27

21.00 自 08. 3.18

24.90 至 10. 3.27

20 〃 〃
千葉県船橋市
本町2-15-8

SRC
10階

80,000 × 1 960,000 〃
〃

ジョイフル船橋
406号室

21 〃 〃 〃 〃 81,000 × 1 972,000 〃
〃
〃

502号室

22 〃 〃 〃 〃 80,000 × 1 960,000 〃
〃
〃

503号室

23 〃 〃 〃 〃 83,000 × 1 996,000 〃
〃
〃

706号室

24 〃 〃 練馬区錦1-12-19
RC
5階

79,000 × 1 948,000 〃
〃

スカイコート練馬
503号室

25 〃 〃
豊島区池袋本町1-

45-10
RC
4階

83,000 × 1 996,000 〃

〃
スカイコート池袋

第５
204号室

26 〃 〃
神奈川県川崎市

麻生区万福寺2-6-
2

RC
4階

69,000 × 1 828,000 〃
〃

ピア新百合ヶ丘
401号室

27 〃 〃
杉並区高井戸東3-

33-13
RC
8階

92,000 × 1 1,104,000 〃
〃

エクセリア浜田山
303号室

28 〃 〃
千葉県松戸市
松戸2041-2

RC
10階

107,000 × 1 1,284,000 〃

〃
ヴァローレ松戸

フィーロ
203号室

29 〃 〃 〃 〃 107,000 × 1 1,284,000 〃
〃
〃

303号室

30 〃 〃 〃 〃 108,000 × 1 1,296,000 〃
〃
〃

403号室

31 〃 〃 〃 〃 108,000 × 1 1,296,000 〃
〃
〃

503号室

計 679.48 39,012,000
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事務機器等の債務負担行為又は長期継続契約に係る調

（令和８年度）

（令和８年６月30日現在）

区 分

事業名又は契約

名

内 容

（契約額の年度別内訳）

契約額
R6年度 R7年度 8年度 9年度 10年度

債務負担

行 為

（契約日）

円 円 円 円 円

（契約日）

長期継続

契 約

電子複写機賃貸

借及び使用契約

電子複写機賃貸借

（契約日）

令和6年4月1日

3,703,920円 740,784 740,784 740,784 740,784 740,784

（契約日）
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普通財産・借受財産等貸付調

（令和８年６月30日 現在）

（注）１ 本表（第27号及び第27号―２）は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 行政財産については第27号に、その他普通財産等については第27号―2に記載する。

３ 土地、建物、施設、実習用地等については、有料・無料を問わず記載する。

４ 「区分」・「種別」欄には、財産規則第61条に規定する別表第3公有財産区分種目表により

記載する。

５ 建物、施設等については、型式、構造等を「地目」欄に記載する。

６ 使用許可については、行政財産の目的外使用をさせているものについてのみ記載する。

ただし、道路・橋梁・河川・海岸・港湾・漁港の占用使用及び会議室等の一時使用について

は記載を要しない。

７ 公舎台帳に登載するものは除く。

８ 監査対象期間において、貸付又は使用許可が終了したものについても記載する。

９ 「貸付又は使用許可を受けた者の氏名」が個人の場合は、「個人」と記入する。

整理

番号
区分 種別 所在地

地 目
数量又

は面積

貸付料又は

使 用 料

貸付又は

使用許可

期 間

貸付又は使用

許可を受けた

者の氏名

貸付・

使用許

可目的
台帳 現況

単価 年額

円

1 建物 事務所建 東京都千代田区 SRC SRC 3.86㎡ 無償 無償 R8.4.1～R9.3.31 (公社)静岡県観光協会 静岡県東京観光営業所

合 計
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整理
番号

所   在   地 建築年月 構造
管理戸
(室)数

A

入居戸
(室)数

B

Ｂの内他事務
所職員入居戸

(室)数

空家戸
(室)数
(A-B)

摘要

1
杉並区荻窪5-8-9
（荻窪公舎）

平成7年3月 〃 2 2 2 0
借家
デジタル庁 1
環境省　1

2
中野区本町6-14-8
（新中野公舎）

平成10年2月 〃 3 3 2 0
借家
厚生労働省　1
気象庁　1

3
文京区千駄木4-14-1
（千駄木公舎）

令和5年2月 〃 2 2 1 0
借家
全自連　1

4
文京区小日向2-1-30
（小日向公舎）

令和5年3月 〃 2 2 1 0
借家
総務省　1

5
神奈川県川崎市川崎区榎町7-
2
（川崎第1公舎）

令和5年1月 〃 4 4 3 0

借家
内閣官房　1
農林水産省　1
国土交通省　1

6
神奈川県川崎市川崎区本町2-
11-6 （川崎第2公舎）

令和4年3月 〃 1 1 0 0 借家

7
北区志茂2-11-7
(赤羽公舎)

令和6年10月 〃 5 5 1 0
借家
消防庁　1

8
千葉県船橋市本町2-15-8
(船橋公舎)

平成4年9月 〃 4 4 4 0

借家
厚生労働省　2
国土交通省　1
三菱地所　1

9
練馬区錦1-12-19
(上板橋公舎)

平成8年7月 〃 1 1 1 0
借家
内閣府　1

10
豊島区池袋本町1-45-10
(北池袋公舎)

平成10年1月 〃 1 1 1 0
借家
総務省　1

9
神奈川県川崎市麻生区万福寺
2-6-2 (新百合ヶ丘公舎)

平成元年5月 〃 1 1 0 0 借家

10
杉並区高井戸東3-33-13
(浜田山公舎)

平成14年4月 〃 1 1 1 0
借家
文部科学省　1

9
千葉県松戸市松戸2041-2
(松戸公舎)

令和7年12月 〃 4 4 2 0
借家
農林水産省　1
ソフトバンク　1

31 31 19 0

（参考）静岡県職員大森住宅（福利厚生課所管）

整理
番号

所   在   地 建築年月 構造
管理戸
(室)数

A

入居戸
(室)数

B

Ｂの内他事務
所職員入居戸

(室)数

空家戸
(室)数
(A-B)

摘要

- 大田区山王4-1-17 昭和60年5月 非木造 12 12 7 0

総務省　1
国土交通省　1
厚生労働省　1
経済産業省　1
スポーツ庁　1
JA全農　1
CIC TOKYO（産業ｲﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝ推進課）　1

職  員  公  舎  管  理  状  況  調

（令和8年6月30日現在）

計
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(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

01-01

01-02

01-03

01-04

01-10

02-01

02-02

08-01

09-01

机類

台類

いす類

収納保管庫類

印判類

情報処理機器類

情報伝達機器類

車両類

標本美術品

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

　

備 品  ・図 書 調
1 1/ 頁

所属 0000110121 企画部　東京事務所

(　　　　　)令和 7年度

区 分
現在

3月31日
令和 7年

51

増 減

数 量 購 入 価 格
 　  (円)

数 量 売 却 価 格
 (円) 現在

(　　　　 ) (　　　　 )0
0

0
0
0

0 51

ZMB0040

ZMRB0040

令和 8年
 3月31日

計
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(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

01-01

01-02

01-03

01-04

01-10

02-01

02-02

08-01

09-01

机類

台類

いす類

収納保管庫類

印判類

情報処理機器類

情報伝達機器類

車両類

標本美術品

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

　

備 品  ・図 書 調
1 1/ 頁

所属 0000110121 企画部　東京事務所

(　　　　　)令和 8年度

区 分
現在

3月31日
令和 8年

51

増 減

数 量 購 入 価 格
 　  (円)

数 量 売 却 価 格
 (円) 現在

(　　　　 ) (　　　　 )0
0

0
0
0

0 51

ZMB0040

ZMRB0040

令和 8年
 6月30日

計
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主 要 備 品 調

（令和８年６月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 主要備品とは、現に所有する備品のうち購入金額が20万円以上で上位からおおむね20品目をい

うものである。ただし、公用車は除く。

３ 「利用状況」欄には、利用方法、年間の利用日数等を具体的に記載する。

４ 「区分大・中」欄には、「１－１」、「１－２」等と記載する。

整理

番号

区分
品名・規 格 利 用 状 況 購 入 年 月 購 入 金 額

大・中 小

円

1 01-03 長椅子
長椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 509,250

2 01-01 テーブル
センターテーブル

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 346,500

3 02-02 テレビ
テレビ

ＳＨＡＲＰ ＬＣ－３

月５日(年間60日）知事、

副知事等が上京時に使用
平成18年１月 266,700

4 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

5 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

6 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

7 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

8 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

9 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

10 01-03 肘掛椅子
安楽椅子

オカムラ プレビア

月10日(年間120日）応接

及び長時間の会議に使用
平成11年３月 256,200

11 02-01 ノートパソコン
ノートパソコン

Lenovo

月15日(年間180日) CMS

操作、動画作成に使用
令和４年３月 250,800

12 02-01 ノートパソコン
ノートパソコン

NEC

毎日(年間242日) 会計年

度任用職員の事務作業に

使用

令和４年12月 222,200

13 01-01 テーブル
会議用テーブル

オカムラ ４Ｌ７６

毎日(年間242日) 会議及

び打合せに使用
平成11年３月 220,500
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公務中の事故等に関する調

１ 現金、財産及び占有動産の亡失・損傷事故

な し

２ 公務災害（通勤災害を含む。）

な し

３ 公務中における交通事故

(1) 発生状況

(2) 監査対象期間中の事故

な し

４ その他

な し

区 分 件 数

事故の内訳

加害事故

（過失割合

50％超）

被害事故

（過失割合

50％以下）

その他

(過失割合が不

明なもの等)

令和５年度 ― ― ― ―

令和６年度 ― ― ― ―

令和７年度 ― ― ― ―

令和８年度 ― ― ― ―
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工事中の事故に関する調

１ 工事中の事故発生状況（年度単位で記載する）

（令和８年６月30日 現在）

２ 工事中の事故の内容（前年度予備監査（工事技術）の翌日から本年度予備監査（工事技術）の当日

までの期間内に発生したものを記載する）

該当なし

区分
第三者事故 工事等の関係者事故

もらい事故

（負傷者あり）

件数 死亡 重傷 軽傷 損害のみ 件数 死亡 重症 重症以外 件数 死傷

前々年度 0件 0人 0人 0人 0件 0件 0人 0人 0人 0件 0人

前 年 度 0件 0人 0人 0人 0件 0件 0人 0人 0人 0件 0人

本 年 度 0件 0人 0人 0人 0件 0件 0人 0人 0人 0件 0人
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前回の監査結果等改善状況調

１ 定 期 監 査

前 回 監 査 令和７年 ９月 ８日

前回監査対象期間 令和６年 ７月 １日～ 令和７年 ６月 30日

(注)１ 本表は、本庁所管課・出先機関において調製し、前回の定期監査の指摘等に対する改善状況

を具体的に記載する。

なお、本庁にあっては、決算審査意見に対する改善状況も記載する。

２ 「区分」欄には、指摘等の各項目に「件名」及び「内容」を記載する。

３ 上記事項に該当しない場合、「区分」欄の各項目に「該当なし」と記載する。

４ 本表は、監査調書末尾に綴る。ただし、本庁にあっては、別綴りとする。

５ 前回監査年月日は、県公報に記載された「監査実施日」を記載する。

６ 随時監査及び臨時監査の対象でない機関については、２ 随時監査以降の記載を要しない。

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘
該当なし

２ 注 意
該当なし

３ 意 見
該当なし

４ 指 導
該当なし
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